
平成 15年 11月期    個別中間財務諸表の概要 平成 15 年 7 月 25 日

上   場   会   社   名       アルテック株式会社 上場取引所 東

コード番号       9972 本社所在都道府県

(URL  http://www.altech.co.jp） 東京都

代 表 者役職名  代表取締役社長

氏名      田中  利浩

問合せ先責任者役職名  取締役

氏名      尾山  義秋 TEL (03) 5363 - 0926
中間決算取締役会開催日　　平成 15 年 7 月 25 日 中間配当制度の有無　　有

単元株制度採用の有無    有（1単元 100株）

１. 15年 5月中間期の業績（平成 14 年 12 月 1 日 ～ 平成 15 年 5 月 31 日）
(1)経営成績           (注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 5月中間期 12,089 18.7 △ 709 － △ 706 －
14年 5月中間期 10,186 8.3 △ 505 － △ 634 －
14年 11月期 27,906 29.5 430 95.3 364 68.9

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円 　　銭
15年 5月中間期 △ 447 － △ 44 45
14年 5月中間期 △ 433 － △ 43 08
14年 11月期 119 － 11 89
(注)①期中平均株式数    15年 5月中間期   10,065,754 株   14年 5月中間期   10,067,352 株   14年 11月期   10,067,016 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円 　　銭 円 　　銭

15年 5月中間期 0 0
14年 5月中間期 0 0
14年 11月期 12 00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率

百万円 百万円 ％ 円 　　銭
15年 5月中間期 22,690 9,469 41.7 940 82
14年 5月中間期 22,681 9,476 41.8 941 34
14年 11月期 24,128 10,026 41.6 996 08
(注)①期末発行済株式数    15年 5月中間期   10,065,580 株   14年 5月中間期   10,067,156 株   14年 11月期   10,066,340 株

     ②期末自己株式数       15年 5月中間期       218,476 株   14年 5月中間期       216,900 株   14年 11月期       217,716 株

２. 15年 11月期の業績予想（ 平成 14 年 12 月 1日  ～  平成 15 年 11月 30日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 29,300 275 125 12.00 12.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             12円   42銭
（注）上記業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の５～６ページを参照下さい。

１株当たり
株主資本
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９ 個別財務諸表 

（１） 中間貸借対照表 
 

 
前中間会計期間末 

(平成14年５月31日) 

当中間会計期間末 

(平成15年５月31日) 

増減額 
（△印減） 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成14年11月30日) 

区分 金額(千円) 構成比 
(％) 

金額(千円) 構成比 
(％) 

金額(千円) 金額(千円) 構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金 2,034,424  1,743,534  △290,890 3,227,591  

２ 受取手形 1,073,568  1,338,001  264,433 1,399,744  

３ 売掛金 3,890,951  5,269,342  1,378,391 7,224,848  

４ 有価証券 1,658,128  151,583  △1,506,544 357,051  

５ たな卸資産 2,110,185  1,195,679  △914,506 1,138,210  

６ 前渡金 1,394,667  1,158,443  △236,223 1,367,226  

７ その他 1,636,226  1,912,329  276,102 884,917  

貸倒引当金 △16,845  △64,597  △47,752 △32,632  

流動資産合計 13,781,307 60.8 12,704,316 56.0 △1,076,990 15,566,957 64.5 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1) 建物 2,437,733  2,343,768  △93,964 2,387,087  

(2) 土地 3,708,142  3,708,142  ― 3,708,142  

(3) その他 240,388  148,348  △92,040 171,805  

有形固定資産合計 6,386,264 28.1 6,200,259 27.3 △186,004 6,267,035 26.0 

２ 無形固定資産 22,969 0.1 66,905 0.3 43,936 57,824 0.2 

３ 投資その他の資産        

(1) 関係会社出資金 ―  1,460,562  1,460,562 240,430  

(2) その他 2,563,868  2,335,763  △228,104 2,069,560  

貸倒引当金 △72,920  △77,645  △4,725 △72,920  

投資その他の資産合計 2,490,948 11.0 3,718,680 16.4 1,227,732 2,237,070 9.3 

固定資産合計 8,900,181 39.2 9,985,844 44.0 1,085,663 8,561,930 35.5 

資産合計 22,681,488 100.0 22,690,160 100.0 8,672 24,128,888 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成14年５月31日) 

当中間会計期間末 

(平成15年５月31日) 

増減額 
（△印減） 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成14年11月30日) 

区分 金額(千円) 構成比 
(％) 金額(千円) 構成比 (％) 金額(千円) 金額（千円） 構成比 (％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形 997,048  1,500,098  503,050 1,446,166  

２ 買掛金 2,275,972  3,245,496  969,523 4,686,597  

３ 短期借入金 2,197,502  2,431,359  233,857 2,117,834  

４ 一年内償還予定社債 100,000  ―  △100,000 ―  

５ 未払法人税等 3,277  3,470  192 139,296  

６ 前受金 3,127,807  1,203,204  △1,924,603 1,439,658  

７ その他 1,318,378  1,363,894  45,515 938,902  

流動負債合計 10,019,986 44.2 9,747,523 43.0 △272,463 10,768,456 44.6 

Ⅱ 固定負債        

１ 社債 ―  100,000  100,000 100,000  

２ 長期借入金 3,078,750  3,357,250  278,500 3,218,000  

３ 退職給付引当金 90,689   ―  △90,689 ―  

４ その他 15,460  15,510  50 15,510  

固定負債合計 3,184,900 14.0 3,472,760 15.3 287,860 3,333,510 13.8 

負債合計 13,204,887 58.2 13,220,284 58.3 15,397 14,101,967 58.4 

(資本の部)        

Ⅰ 資本金 3,914,287 17.3 ― ― △3,914,287 3,914,287 16.2 

Ⅱ 資本準備金 4,454,224 19.6 ― ― △4,454,224 4,454,224 18.5 

Ⅲ 利益準備金 98,001 0.4 ― ― △98,001 98,001 0.4 

Ⅳ  その他の剰余金        

  １ 任意積立金 1,450,000  ―  △1,450,000 1,450,000  

２ 当期未処分利益 
又は 
中間未処理損失(△) 

△210,193  ―  210,193 343,175  

その他の剰余金合計 1,239,806 5.5 ― ― △1,239,806 1,793,175 7.4 
Ⅴ その他有価証券評価 
差額金 

△27,839 △0.1 ― ― 27,839 △30,456 △0.1 

Ⅵ   自己株式 △201,879 △0.9 ― ― 201,879 △202,310 △0.8 

資本合計 9,476,601 41.8 ― ― △9,476,601 10,026,921 41.6 

Ⅰ 資本金 ― ― 3,914,287 17.3 3,914,287 ― ― 

Ⅱ 資本剰余金        

  １ 資本準備金 ―  4,454,224  4,454,224 ―  

資本剰余金合計 ― ― 4,454,224 19.6 4,454,224 ― ― 

Ⅲ 利益剰余金        

  １ 利益準備金 ―  98,001  98,001 ―  

  ２ 任意積立金 ―  1,450,000  1,450,000  ―  

  ３ 中間未処理損失 ―  △224,997  △224,997 ―  

利益剰余金合計 ― ― 1,323,004 5.8 1,323,004 ― ― 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

― ― △19,014 △0.1 △19,014 ― ― 

Ⅴ 自己株式 ― ― △202,625 △0.9 △202,625 ―  ― 

資本合計 ― ― 9,469,876 41.7 9,469,876 ― ― 

負債資本合計 22,681,488 100.0 22,690,160 100.0 8,672 24,128,888 100.0 
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（２） 中間損益計算書 
 

 
前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日 
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年12月１日 
至 平成15年５月31日) 

増減額 
（△印減） 

前事業年度 
要約損益計算書 
(自 平成13年12月１日 
至 平成14年11月30日) 

区分 金額(千円) 百分比 
(％) 

金額(千円) 百分比 
(％) 

金額(千円) 金額(千円) 百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高 10,186,614 100.0 12,089,615 100.0 1,903,001 27,906,047 100.0 

Ⅱ 売上原価 9,175,613 90.1 11,216,223 92.8 2,040,609 24,429,485 87.5 

売上総利益 1,011,000 9.9 873,391 7.2 △137,608 3,476,561 12.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,516,258 14.9 1,582,685 13.1 66,427 3,045,743 10.9 

営業利益又は 
営業損失（△） △505,257 △5.0 △709,293 △5.9 △204,036 430,818 1.6 

Ⅳ 営業外収益 100,089 1.0 92,169 0.8 △7,920 199,166 0.7 

Ⅴ 営業外費用 229,749 2.3 89,077 0.7 △140,672 265,797 1.0 

経常利益又は 
経常損失（△） 

△634,917 △6.3 △706,201 △5.8 △71,284 364,187 1.3 

Ⅵ 特別利益 ― ― ― ― ― 68,478 0.2 

Ⅶ 特別損失 85,208 0.8 29,567 0.2 △55,640 184,633 0.6 

税引前当期純利益 
又は税引前 
中間純損失(△) 

△720,126 △7.1 △735,769 △6.0 △15,643 248,033 0.9 

法人税、住民税 
及び事業税 47,019 0.5 3,691 0.1 △43,327 261,794 0.9 

法人税等調整額 △333,462 △3.3 △292,084 △2.4 41,377 △133,446 △0.4 

当期純利益又は 
中間純損失(△) 

△433,683 △4.3 △447,376 △3.7 △13,693 119,685 0.4 

前期繰越利益 223,489  222,379  △1,110 223,489  

当期未処分利益 
又は 
中間未処理損失(△) 

△210,193  △224,997  △14,804 343,175  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

 
前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日 
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年12月１日 
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年12月１日 
至 平成14年11月30日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連

会社株式 

   移動平均法による原

価法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連

会社株式 

   同左 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連

会社株式 

   同左 

 ② その他有価証券 

   時価のあるもの 

中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法 

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

② その他有価証券 

   時価のあるもの 

    同左 

② その他有価証券 

   時価のあるもの 

決算末日の市場価

格等に基づく時価

法 

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

    時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

    同左 

   時価のないもの 

    同左 

 (2) デリバティブ 

  時価法 

(2) デリバティブ 

  同左 

(2) デリバティブ 

  同左 

 (3) たな卸資産 

  商品 

   個別法による原価法 

(3) たな卸資産 

  商品 

   同左 

(3) たな卸資産 

  商品 

   同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっておりま

す。 

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物付属設備を除く)

については、定額法に

よっております。 

  なお、主な耐用年数

は、建物３～50年であ

ります。 

(1) 有形固定資産 

  同左 

(1) 有形固定資産 

  同左 

 (2) 無形固定資産 

  自社利用のソフトウェ

アについては、社内に

おける利用可能期間

(５年)に基づく定額法

によっております。 

(2) 無形固定資産 

  同左 

(2) 無形固定資産 

  同左 

 (3) 長期前払費用 

  定額法によっておりま

す。 

(3) 長期前払費用 

  同左 

(3) 長期前払費用 

  同左 
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前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日 
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年12月１日 
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年12月１日 
至 平成14年11月30日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては、個々に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

 (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、退職一時金

制度ならびに適格年金

制度の責任準備金を加

味した退職給付債務及

び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期

間末に発生していると

認められる額を計上し

ております。 

  なお、会計基準変更時

差異(43,696千円)につ

いては３年による按分

額を費用処理しており

ます。 

        

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

５ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

  為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務

については、振当処理

を行っております。 

  また、特例処理の要件

を満たす金利スワップ

については、特例処理

を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

  同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

  同左 
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前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日 
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年12月１日 
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年12月１日 
至 平成14年11月30日) 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 ・ヘッジ手段 

  デリバティブ取引(為

替予約取引及び金利ス

ワップ取引) 

 ・ヘッジ対象 

  外貨建金銭債権債務 

  変動金利借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左 

 (3) ヘッジ方針 

  為替及び金利等相場変

動に伴うリスクの軽

減、資金調達コストの

低減を目的に通貨及び

金利に係るデリバティ

ブ取引を行っておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

  同左 

(3) ヘッジ方針 

  同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  為替予約取引について

は、ヘッジ手段とヘッ

ジ対象の重要な条件が

同一であり、ヘッジ開

始以降のキャッシュ・

フローを固定できるた

め、有効性の判定を省

略しております。 

  金利スワップ取引につ

いては、特例処理の要

件を満たしているた

め、有効性の判定を省

略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  同左 
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前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日 
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年12月１日 
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年12月１日 
至 平成14年11月30日) 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理方

法 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜き

方式によっておりま

す。 

(1) 消費税等の会計処理方

法 

  同左 

(1) 消費税等の会計処理方

法 

  同左 

     (2) 自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会

計基準 

  当中間会計期間から

「自己株式及び法定準

備金の取崩等に関する

会計基準」(企業会計

基準委員会 平成14年

２月21日 企業会計基

準第１号)を適用して

おります。これによる

当中間会計期間の損益

に与える影響は軽微で

あります。 

  なお、中間財務諸表等

規則の改正により、当

中間会計期間末におけ

る貸借対照表の資本の

部については、改正後

の中間財務諸表等規則

により作成しておりま

す。 
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追加情報 

前中間会計期間 
(自 平成13年12月１日 
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年12月１日 
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年12月１日 
至 平成14年11月30日) 

        (退職給付引当金) 
 退職給付引当金につきましては、
従来、従業員の退職給付に備えるた
め、退職一時金制度ならびに適格年
金制度の責任準備金を加味した退職
給付債務及び年金資産に基づき、事
業年度末に発生していると認められ
る額を計上しておりましたが、当事
業年度においては、平成14年９月30
日付退職一時金制度ならびに適格年
金制度を廃止したため、計上してお
りません。なお、退職一時金支給額
等への充当後の退職給付引当金残高
68,478千円は、全額を取崩し特別利
益の「退職給付引当金取崩益」に計
上しております。 

(自己株式) 
 前中間会計期間まで「資産の部」
に計上しておりました自己株式は、
「中間財務諸表等の用語、様式及び
作成方法に関する規則」の改正によ
り、当中間会計期間より資本に対す
る控除項目として「資本の部」の末
尾に記載しております。 

        

    (税効果会計) 
 地方税等の一部を改正する法律
（平成15年法律第９号）が平成15年
３月31日に公布されたことに伴い、
当中間会計期間の繰延税金資産の計
算（ただし、平成16年12月１日以降
解消が見込まれるものに限る）に使
用した法定実効税率は、前中間会計
期間の42.1％から40.5％に変更して
おります。その結果、繰延税金資産
の金額が3,149千円減少し、当中間
会計期間に計上された法人税等調整
額が2,643千円、その他有価証券評
価差額金が506千円それぞれ増加し
ております。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

前中間会計期間末 
(平成14年５月31日) 

当中間会計期間末 
(平成15年５月31日) 

前事業年度末 
(平成14年11月30日) 

１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

 587,292千円
 

１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

 788,920千円
 

１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

 707,970千円
 

２ 担保提供資産 

(担保に供している資産) 

建物 2,382,278千円 

土地 3,681,145千円 

その他有形 
固定資産 9,441千円 

投資その他 
の資産 45,467千円 

計 6,118,332千円 

(上記に対する債務） 

短期借入金 1,371,940千円 

一年内償還 

予定社債 
100,000千円 

長期借入金 2,663,750千円 

計 4,135,690千円 
 

２ 担保提供資産 

(担保に供している資産) 

建物 2,292,817千円 

土地 3,681,145千円 

その他有形 
固定資産 8,202千円 

投資その他 
の資産 27,842千円 

計 6,010,007千円 

(上記に対する債務) 

短期借入金 1,751,359千円

長期借入金 2,852,250千円

計 4,603,609千円
 

２ 担保提供資産 

(担保に供している資産) 

建物 2,334,017千円 

土地 3,681,145千円 

その他有形 
固定資産 8,775千円 

投資その他 
の資産 34,731千円 

計 6,058,669千円 

(上記に対する債務） 

短期借入金 1,474,562千円

長期借入金 2,903,000千円

計 4,377,562千円
 

３ 保証債務 

他社の金融機関からの借入等

に対して次のとおり保証を行

っております。 

保証先  金額  内容 
バルコグ
ラフィッ
クス㈱ 

136,000千円
借入債 

務 

日本パリ
ソン㈱ 

375,333千円
借入債 

務 

ト ッ パ
ン・キャ
ップテッ
ク㈱ 

481,551千円 借入債 務 

アルパレ
ット㈱ 164,113千円

未払割 
賦債務
及び借
入債務 

サークル
グリーン
㈱ 

104,017千円

リース
債務及
び借入
債務 

サークルグリーン㈱は、平成14年５

月１日付けをもってオーバルグリー

ン㈱から商号変更しております。 

３ 保証債務 

他社の金融機関からの借入等

に対して次のとおり保証を行

っております。 

保証先  金額  内容 
エスコグ
ラフィッ
クス㈱ 

96,000千円
借入債 

務 

日本パリ
ソン㈱ 

196,250千円
借入債 

務 

アルパレ
ット㈱ 273,990千円

リース
債務、 
未払割 
賦債務
及び借
入債務  

３ 保証債務 

他社の金融機関からの借入等

に対して次のとおり保証を行

っております。 

保証先  金額  内容 
エスコグ
ラフィッ
クス㈱ 

96,000千円
借入債 

務 

日本パリ
ソン㈱ 

279,666千円
借入債 

務 

アルパレ
ット㈱ 285,712千円

リース
債務、 
未払割 
賦債務
及び借
入債務 

サークル
グリーン
㈱ 

120,801千円

リース
債務及
び借入
債務  
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前中間会計期間末 
(平成14年５月31日) 

当中間会計期間末 
(平成15年５月31日) 

前事業年度末 
(平成14年11月30日) 

    ４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

    なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が中間会計期間末残高

に含まれております。 

受取手形 147,845千円

支払手形 135,911千円
 

４ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもっ

て決済処理しております。 

    なお、当期末日が金融機関

の休日であったため、次の期

末日満期手形が期末残高に含

まれております。 

受取手形 94,120千円

支払手形 209,298千円
 

５ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺せず、それぞれ流動

資産の「その他」、及び流動

負債の「その他」に含めて表

示しております。 

５ 消費税等の取扱い 

同左 
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(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間 
(自 平成13年12月１日 
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年12月１日 
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年12月１日 
至 平成14年11月30日) 

１ 当社の主力事業である産業機

械事業においては、得意先の予

算確定時期の関係で毎年２月か

ら６月にかけて受注が多くなる

傾向があり、主力商品である輸

入機械の多くが６ヶ月前後の通

常納期であるため、売上が下半

期に集中する傾向があります。

このため上半期の売上高と下半

期の売上高との間に著しい相違

があります。 

 なお、当中間会計期間末に至

る１年間の売上高は、次のとお

りです。 
前事業 
年度の 
下半期 

12,138,865千円

当上半期 10,186,614千円

計 22,325,480千円
 

１ 当社の主力事業である産業機

械事業においては、得意先の予

算確定時期の関係で毎年２月か

ら６月にかけて受注が多くなる

傾向があり、主力商品である輸

入機械の多くが６ヶ月前後の通

常納期であるため、売上が下半

期に集中する傾向があります。

このため上半期の売上高と下半

期の売上高との間に著しい相違

があります。 

 なお、当中間会計期間末に至

る１年間の売上高は、次のとお

りです。 
前事業 
年度の 
下半期 

17,719,432千円 

当上半期 12,089,615千円 

計 29,809,048千円 
 

    

２ 営業外収益の主要項目 
受取利息 
及び 
配当金 

20,056千円

不動産 
賃貸収入 

32,342千円

為替差益 34,057千円
 

２ 営業外収益の主要項目 
受取利息 
及び 
配当金 

17,734千円

不動産 
賃貸収入 

31,475千円

デリバティブ 

売却益 

（通貨スワッ

プ売却益） 

24,365千円

 

２ 営業外収益の主要項目 
受取利息 
及び 
配当金 

39,378千円 

不動産 
賃貸収入 

64,250千円 

為替差益 44,423千円 

デリバティブ 

評価益 

（通貨スワッ

プ評価益） 

21,717千円 

 
３ 営業外費用の主要項目 

支払利息 66,816千円

有価証券 

売却損 
95,679千円

デリバティブ 

評価損 

（通貨スワッ

プ評価損） 

55,504千円

 

３ 営業外費用の主要項目 

支払利息 58,866千円

為替差損 12,289千円

出資金 

評価損 
15,455千円

 

３ 営業外費用の主要項目 

支払利息 127,533千円

有価証券 

売却損 
95,679千円

 

        ４ 特別利益の主要項目 

退職給付引当 

金取崩益 
68,478千円 

 
 



ファイル名:110_c_0029300501508.doc 更新日時:2003/07/22 13:27 印刷日時:03/07/24 15:41 

―  ― 12

 
前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日 
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年12月１日 
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年12月１日 
至 平成14年11月30日) 

５ 特別損失の主要項目 

投資有価証券 
評価損 85,208千円

 

５ 特別損失の主要項目 

投資有価証券 
評価損 12,767千円

役員退職 
慰労金 16,800千円

 

５ 特別損失の主要項目 
投資有価証券 
評価損 155,219千円 

関係会社事業 
整理損 

29,413千円 
 

６ 減価償却実施額 
有形固定 
資産 

111,177千円

無形固定 
資産 2,853千円

 

６ 減価償却実施額 
有形固定 
資産 

80,949千円

無形固定 
資産 7,504千円

 

６ 減価償却実施額 
有形固定 
資産 

233,246千円

無形固定 
資産 5,912千円
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(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成14年５月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当中間会計期間末(平成15年５月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末(平成14年11月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(リース取引関係) 

前中間会計期間 
(自 平成13年12月１日 
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年12月１日 
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年12月１日 
至 平成14年11月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 

その他有形
固定資産
(器具及び
備品) 

無形固定 
資産 
(ソフトウ
ェア) 

合計 

 (千円) (千円) (千円) 
取得価額 
相当額 

460,460 21,052 481,512

減価償却 
累計額 
相当額 

201,128 7,852 208,981

中間期末 
残高 
相当額 

259,331 13,199 272,531

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 

その他有形
固定資産
(器具及び
備品) 

無形固定 
資産 
(ソフトウ
ェア) 

合計 

 (千円) (千円) (千円) 
取得価額 
相当額 

463,288 17,636 480,925

減価償却 
累計額 
相当額 

233,483 8,818 242,302

中間期末 
残高 
相当額 

229,804 8,818 238,623

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 器具 
及び備品 

無形固定 
資産 
(ソフトウ
ェア) 

合計 

 (千円) (千円) (千円) 
取得価額 
相当額 

470,581 21,052 491,633

減価償却 
累計額 
相当額 

244,157 10,185 254,343

期末残高 
相当額 

226,423 10,866 237,290

 
(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

一年内 91,336千円

一年超 201,044千円

合計 292,381千円
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

一年内 84,201千円

一年超 174,243千円

合計 258,445千円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

一年内 84,782千円

一年超 172,369千円

合計 257,152千円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 56,184千円

減価償却費 
相当額 48,998千円

支払利息相当額 7,312千円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 53,630千円

減価償却費 
相当額 45,415千円

支払利息相当額 5,111千円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 109,928千円

減価償却費 
相当額 97,296千円

支払利息相当額 12,971千円
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 
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（３）   販売実績 

（単位：千円） 

前中間会計期間 
自  平成13年12月１日 
至  平成14年５月31日 

当中間会計期間 
自  平成14年12月１日 
至  平成15年５月31日 

前事業年度 
自  平成13年12月１日 
至  平成14年11月30日 商品等分野の名称 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

  %  %  % 

プラスチック関連分野 5,366,601 52.7 7,054,693 58.4 16,784,923 60.1 

紙関連分野 268,092 2.6 291,923 2.4 1,058,027 3.8 

印刷関連分野 1,447,401 14.2 1,149,954 9.5 2,978,237 10.7 

情報メディア関連分野 2,446,786 24.0 2,973,700 24.6 5,344,984 19.2 

産 

業 

機 

械 

事 

業 

その他の分野 657,732 6.5 619,344 5.1 1,739,874 6.2 

合計 10,186,614 100.0 12,089,615 100.0 27,906,047 100.0 

 


